
都道府県労働局長毘

1
J

基発0907第4号

平成24年9月7日

厚生労働省労働基準局長

（公印省略）

派遣先事業主に係る第三者行為災害の取扱いについて

第三者行為災害に係る事務処理については、平成17年2月1日付け基発第

0201009号「第三者行為災害事務取扱手引の改正について」（以下「第三者行為

手引」という｡）等により取り扱っているところであるが、今般、労働者派遣事

業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律等の一

部を改正する法律（平成24年法律第27号）により、派遣先事業主に対する労

働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号。以下「労災保険法」という｡）第

12条の4の規定に基づく損害賠償請求を円滑に実施することを目的として、政

府に派遣先の事業主に対する報告徴収や立入検査の権限を付与するための労災

保険法の改正が行われ、本年10月1日から施行されるところである。

これに伴い、派遣先事業主に対する求償の実施を徹底するため、下記のとお

り取り扱うこととしたので、事務処理に遺漏のないようにされたい。

なお、本取扱いは、本年10月1日以降に発生した災害について適用するもの

とする。

記

1基本的な考え方

派遣労働者の被った労働災害の中には､①派遣労働者と荷役運搬機械との接

触等､直接の加害行為が存在し、災害の態様から第三者行為災害であることが

明確なもの､②派遣先事業場内の通路での派遣労働者の転倒等､直接の加害行

為が存在せず､派遣労働者の被った災害が第三者の行為等によって生じたと直

ちに判断することが困難なもの､③直接の加害行為は存在しないが、派遣先事

業場の施設に係る安全衛生法令違反が災害発生の直接の原因であるもの等が

存在する。

第三者行為災害となるためには、保険給付の原因となった災害が第三者の

行為等によって生じたものであって､かつ､第三者が受給権者に対して損害賠

償責任を負っていることが必要であるが､派遣労働者の被った労働災害が派遣

先事業主を第三者とする第三者行為災害に該当する場合に､派遣先事業主に対



して求償を行うことは、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）等による

諸規制とあいまって､派遣先事業主の災害防止の取組をより一層推進する効昇

をもたらすものである。

2派遣先事業主が関係する災害の分類と取扱い

（1）直接の加害行為が存在する事案

派遣労働者の被った労働災害のうち、直接の加害行為が存在する事案は、

第三者行為災害に該当することが明確であるため、これまでの第三者行為

災害と同様に取り扱う。

その際、労災保険給付請求書、第三者行為災害届等に記載された災害発

生状況によっては事実関係を十分に把握できない場合には、今般の労災保

険法の改正により、派遣先事業場への立入検査等が規定されたことを踏ま

え、必要に応じ実地調査等を行うこと。

（2）直接の加害行為が存在しない事案

派遣労働者の被った労働災害のうち、直接の加害行為が存在しない事案

については、派遣労働者の被った災害が第三者の行為等によって生じ、か

つ、派遣先事業主が被災した派遣労働者に対して損害賠償責任を負うか否

かを直ちに判断することが困難である。

このため、派遣労働者の被った労働災害であって直接の加害行為が存在

しない災害が、第三者行為災害に該当するかどうかの判断は、次によるこ

ととする。

ア派遣労働者に係る労働災害であるか否かは、①労災保険給付請求書に

記載された災害発生状況、②労働者死傷病報告、③療養補償給付請求書裏

面の派遣先事業主の証明等により確認する。

イ派遣労働者の被った労働災害について、派遣先事業主の安全衛生法令

違反が直接の原因と認められる場合には､派遣先事業主が被災した派遣労

働者に対して損害賠償責任を負うものとして､次に該当する場合に第三者

行為災害として取り扱う。

（ア）派遣先事業主が安全衛生法令違反で送検され、当該法違反が災害の直

接原因となったと認められる場合。

(イ）災害調査や災害時監督等において、是正勧告書等により安全衛生法令

違反が指摘され、当該法違反が災害の直接原因となったと認められる場
今
ロo

（ウ）上記（ア）又は（イ）以外の場合であって、業務上外の調査の過程で、

災害の直接原因となった安全衛生法令違反が認められる場合。

ウ上記イに該当しない場合には、原則として第三者行為災害とは取り扱

わない。

なお、建築基準法等他の法令に係る違反が災害の直接の原因となって

いることや、法令違反は認められないが派遣先事業主の故意又は過失が



災害の原因となっていることが明らかな場合については、本省に協議す

ること。

3支給調整等の事務

直接の加害行為が存在しない、派遣先事業主に係る第三者行為災害の支給

調整等の事務は、次により行うこと。

（1）第三者行為災害届等の受付等

ア直接の加害行為が存在しない事案については、一般に、まず労災保険

給付請求書が提出される｡請求書等の記載から派遣労働者が被った労働災

害に関する安全衛生法令違反が考えられる場合には､業務上外の調査と並

行して、当該災害に係る送検の有無、是正勧告書等の交付の有無又は災害

調査の実施の有無を確認し、これらの結果を参考に、安全衛生法令違反が

災害の直接原因となっているか否かを検討すること。

これにより、法違反が災害の直接原因となっていると考えられる場合は

その時点で別添1により第三者行為災害届を提出するよう指導し、また、

第三者行為災害報告書については、求償権の行使を差し控える事案に該当

することが明確な場合を除き、派遣先事業主から別添2により提出を求め

ること。

なお、災害調査中である場合には、調査の終了を待って対応すること。

イ上記アに該当しない事案であって､業務上外の調査の過程で災害の直接

原因となった安全衛生法令違反があると明らかに判断される場合には､上

記アと同様に取り扱うこと。

なお、安全衛生法令違反の有無等の判断に当たっては、必要に応じて関

係部署との連携を図ること。

（2）控除

派遣先事業主に係る第三者行為災害において､被災した派遣労働者が派遣

先事業主から損害賠償を受領している場合には､第三者行為手引第5節によ

り控除を行うこと。

（3）求償

被災した派遣労働者に保険給付を行った場合には、国は、派遣労働者が

派遣先事業主に対して有する損害賠償請求権を労災保険給付の価額の限度

で取得するものであることから、第三者行為手引第6節により、派遣先に

対する求償を行うこと。

（4）過失相殺

派遣先事業主に対して求償を行う際の過失相殺については、民事交通訴

訟における「民事交通訴訟における過失相殺率の認定基準」（東京地裁、別

冊判例タイムズ第16号。以下「過失相殺率の認定基準」という｡）のよう

な参考となるべき基準等がなく、過失割合の一般的な基準を定めることは

現時点では困難であることから、次のとおり取り扱う。



ア過失相殺の運用

（ア）過失相殺について、第三者行為災害報告書において派遣先事業主が派

遣労働者にも過失があると主張している場合には、労働基準監督署長

（以下「署長」という｡）は、派遣先事業主から事情の聴取等をすると

ともに､派遣労働者から派遣先事業主の主張について聴取する等により

調査を行うこと。

（イ）調査の結果、両当事者間で過失割合の主張が一致しない場合には、

労災法務専門員に対して過失割合について意見を求め、署長は労災法

務専門員の意見を付して都道府県労働局長（以下「局長」という｡）に

対し過失割合の意見を提出すること。

両当事者の過失割合の主張に相違がない場合には、署長は労災法務

専門員に意見を求めることなく、過失割合についての意見を局長に提出

すること。

（ウ）局長は、署長から提出された意見を斜酌して過失割合を認定し、当該

割合に基づく過失相殺を行って損害賠償請求可能額を算出すること。

局長は、両当事者の主張が相違する場合には、必要に応じ、求償事務

に支障を来さないよう両当事者の指導を行うこと。

また、局長は、両当事者の過失割合の主張に相違がない場合であって

も、当該過失割合により過失認定を行うことに疑義がある場合は、労災

法務専門員の意見を求めることができるものとする。

イ過失相殺の留意点

（ア)派遣先事業主は派遣労働者に対してその災害を防止する責任を負うも

のであり、また、派遣先事業主を第二当事者とする第三者行為災害に該

当するのは原則として派遣先事業主に災害の直接原因となる安全衛生

法令違反が認められる場合であることから、派遣労働者に安全衛生法令

違反が認められない場合など､派遣労働者の過失を相殺する必要がない

場合があることに留意すること。

（イ）過失割合の上限は、過失相殺率の認定基準における車両と歩行者との

間の過失相殺の場合に準じ、原則として7割を超えないものとする。
（5）求償差し控え

第三者行為手引第6節の4に定める求償権の行使を差し控える事案に該

当する場合には、求償を行わないこと。

（6）その他

上記（1）ないし（5）により定めていない事項については、第三者行

為手引に基づき事務処理を行うこと。

事務処理に当たり疑義がある場合には、本省に相談すること。



(別添1

第三者行為災害届（派遣労働者の業務災害）（直接の加害行為がない場合）

平成年月雁

労働者災害補償保険法施行規則第22条の規定により届けます。
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）郵便番号（－

労働基準監督署長殿 電話’ ー－
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2第一当事者（被災者）の所属事業場（派遣元）

労働保険番号

1第一当事者（被災者）
フリガナ

虎年

生年月日年月日（歳）

3災害発生の日時、場所

日時平成年ノ

11士

■
』
■

前・午後 時分犀 郵便番号一電話一 ー

t表者（役畷

4第二当事者（派遣先事業主）5災害の現認者

（わかる範囲で記入してください。）フリガナ

名称

所在地

郵便番号一電話一 －

郵便番号一電話一 1■■■■

担 当保尭 7現場見取り図

図があった方がわかりやすい場合は､災害

発生現場の見取り図を記入してください。

6災害発生状況

災害発生原因と状況をわかりやすく記入し
てください。
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(別添11

8身体損傷及び診療機関

1o損害賠償金の受領9示談について

イ示談が成立した。（年月日

ロ交渉中

ハ示談はしない。
二示談をする予定（年月日頃予定）

ホ裁判の見込み（年月日頃提訴予定）

11その他

災害発生原因の過失割合などについて申し立てる事項がある場合には記入してください。

第三者行為災害届を記載するに当たっての注意事項

1すみやかに提出してください。

なお、不明な事項がある場合には、空欄とし、提出時に申し出てください。

2第一当事者（被災者）とは、労災保険給付を受ける原因となった業務災害を被った者をいいます。

3災害発生の場所は、○○町○○丁目○○番地○○工場内のように具体的に記入してください。

4第二当事者（派遣先）側と示談を行う場合には、あらかじめ所轄労働基準監督署に必ず御相談くだ

さい。示談の内容によっては、保険給付を受けられない場合があります。

5損害賠償金を受領した場合には、損害賠償の名目を問わずすべて記入してください。

6この届用紙に書ききれない場合には、適宜別紙に記載してあわせて提出してください。

7「保険給付請求権者の氏名」の欄及び「事業主の氏名」の欄は、記名押印することに代えて、自筆

による署名をすることができます。

私（被災者）佃

部位・傷病采

程度

診療機関名称

所在地

受領年月旧 支払者 金額・品F 名目

事
業
主
の
証
明

1欄の者については 2～4欄、6欄及び7欄に記載したとおりであることを証明します。

平成年月f

事業場の名称

事業主の氏名印

(法人の場合は代表者の役職・氏名）



（別添2）

(派遣先）（直接の加害行為がない場合）

平成年月日

2事故発生年月日、場所

第三者行為災害報告書嗣査書

1派遣先の名称等

労働保険番号

午前・午後時分唾

名称
3災害の現認者

所在地
フリガナ

氏名

電記郵便番子

代表者椴脳

郵便番号電話(氏名担当者（所属部識

5現場見取り図

図があった方がわかりやすい場合は､災害発生溺

場の見取り図を記入してくださしも

4事故発生状況

災害発生原因と状況をわかりやすく記入してください。
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6ガ職働者の身峨傷及び瀕繊（相手方）（わかっていることだけを記入してくださ↓＄）

7示談について

イ示談が成立した。（年月日）
ロ交渉中

ハ示談はしなbも

二示談をする予定（年月日頃予泡

ホ裁判の見込み（年月日頃提訴予定）

8損害賠償金の支払し’

その他

災害発生原因の過失割合などについて申し立てる事項がある場合には記入してください

【過失割合】

■
■
■

私の過失割合は％、相手（派遣労働
者）の過失割合は％だと思いますも
連体

上記の記載内容は事実と相違ありませんb

労働基準監督署長殿 派遣先の事業の名称

（法人の場合は代表者の役職・氏名）

(注）「事業主の氏名」の欄は、記名押印することに代えて、自筆による署名をすることができますも

府現 所掌 管轄 基幹番胃 ホ番号
ロ
０
０
０
０
６
０
■
ｑ
凸

派遣労働者

部位・傷病名

程度

診療機関名称

所在地

年月日 金額・品目 名E


